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※現在①については、依頼を省略している 

１ サービスの利用開始までの流れ 

 

福祉サービス・計画相談支援給付費支給申請書等の提出 利用者→市 

 

 

 

 

   

障がい支援区分の認定 市→利用者 

 

 

 

 

 

 

 

 

障がい福祉サービス等の支給決定 受給者証の送付 市→利用者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①  サービス等利用計画案の提出依頼    市→利用者 

② 重要事項説明・計画相談支援利用契約締結  

③ サービス等利用計画案の作成 

  利用者宅への訪問面接等によるアセスメントを行い計画案を作成。 

  利用者の同意を得て、計画案を利用者に交付する。 

④ サービス等利用計画案（原本）の提出  相談支援事業所→市 

⑤ サービス等利用計画の作成 

サービス担当者会議等の開催により、計画案の内容説明と意見聴取。 

意見を求めた計画案について利用者に説明し文書により同意を得て、計画を利用者に交付。 

⑥ サービス等利用計画（写）の提出  相談支援事業所→市 

⑦ サービスの利用開始 

⑧ 計画相談支援給付費の請求 

相談支援事業所→国保連（作成月の翌月） 

⑩ モニタリングの提出（必要に応じて） 

相談支援事業者→市 

⑨ 計画相談支援給付費の受領 

市→国保連→相談支援事業
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２ 対象者 

計画相談支援及び障がい児相談支援の対象者は、原則、サービスを利用するすべての障

がい者となります（別表１、２、３参照）。 

 

別表１ 計画相談支援（障がい者総合支援法）の対象者 

 対象者 留意事項 

サービス 

利用支援 

障がい福祉サービスの申請若しくは変更の申

請に係る障がい者若しくは障がい児の保護者

又は地域相談支援の申請に係る障がい者 

 

継続サービス

利用支援 

指定特定相談支援事業者が提供したサービス

利用支援によりサービス等利用計画が作成さ

れた支給決定障がい者等又は地域相談支援給

付決定障がい者 

指定特定相談支援事業者以外の

者がサービス等利用計画案を作

成した場合については継続サー

ビス利用支援の対象外 

 

別表２ 障がい児相談支援（児童福祉法）の対象者 

 対象者 留意事項 

障がい児支援 

利用援助 

通所給付決定の申請若しくは変更の申請に係

る障がい児の保護者 

 

継続障がい児 

支援利用援助 

指定障がい児相談支援事業者が提供した障が

い児支援利用援助により障がい児支援利用計

画が作成された通所給付決定保護者 

指定障がい児相談支援事業者以

外の者が障がい児支援利用計画

案を作成した場合については継

続障がい児支援利用援助の対象

外 

  

※ 申請者が、介護保険制度のサービスと障がい福祉サービスを併用利用する場合については、
介護（予防）サービス利用票及び別表の写しを市に提出します。 

 
※ 申請者が、障がい児通所支援と障がい福祉サービスの両方を利用する場合には、サービス等

利用計画及び障がい児支援利用計画を一体的にまとめた計画の提出を申請者に依頼します。
（相談支援事業者の報酬は、障がい児相談支援給付費のみ算定することとなります。） 

   また、高校在学中に１８歳に到達し放課後等デイサービスと障がい福祉サービスを併給
している者については、放課後等デイサービスを利用している間については、障がい児相談
支援給付を算定することとなります。放課後等デイサービスの利用が終了した時点で、計画
相談支援給付費を算定することとなります。 

 
※ 申請者自身や家族が、サービス等利用計画を作成する場合には、申請者又は家族が作成した

サービス等利用計画（セルフプラン）を市に提出します。 
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別表３ 利用するサービスと対象となる相談支援の種類 

 
 

利用するサービス 
計画 

相談支援 

障がい児 

相談支援 

障
が
い
者 

障がい福祉サービスのみ ○ 

× 

地域相談支援のみ（地域移行・定着） ○ 

地域生活支援事業のみ（移動・日中・地活等） × 

障がい福祉サービス＋地域生活支援事業 ○ 

障がい福祉サービス 

 ＋ 

 介護保険制度のサービス 

○ 

※介護（予防）
サービス利用票

及び別表 

障
が
い
児 

障がい福祉サービスのみ ○ × 

障がい児通所支援のみ × ○ 

地域生活支援事業のみ（移動・日中・地活等） × 

障がい福祉サービス＋障がい児通所支援 × ○ 

障がい福祉サービス＋地域生活支援事業 ○ × 

障がい児通所支援＋地域生活支援事業 × ○ 

※障がい福祉サービスと障がい児通所支援を両方利用する障がい児については、障がい児相談

支援での対応  

例）４月１日から居宅介護を利用している障がい児が、９月１日から障がい児通所支援も利用

することになった場合⇒８月３１日までは計画相談支援、９月１日からは障がい児相談支援 
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＊1：・支援区分認定を伴う場合は、利用開始（新規・継続）時の概ね 2ヶ月前までに本様式を提出してください。 

   ・併せて障がい福祉サービスの場合は様式第 2号(申告書)、同第 3号(同意書)の、児童通所サービスの場合は同第 2号(申告兼同意書)の提

出が必要です。【以下様式 2号、様式 3号の（ ）説明は省略】 

＊1-2：障がい福祉サービスの場合は様式第 18号、児童通所サービスの場合は様式 23号となります。（同時に申請される場合は児童通所サービス

の様式第 23号となります。） 

＊2：併せて障がい福祉サービスの場合は様式第 2号、同第 3 号の、児童通所サービスの場合は同第 2号の提出が必要です。（家庭状況（世帯状況）

の変化に起因する場合、内容によっては関係資料の添付を求めます。） 

＊3：他の様式（様式第 2号、同第 3号）の提出は不要です。 

＊4：変更前後の状況の違いを記載してください。 

＊5：変更前の生活状況（生活形態）で記載してください。 

＊6：モニタリング実施後、翌月の 10日(国保連請求時)に提出してください。 

≪特記≫ 

・サービス事業所を変更する場合：直近のモニタリングにその内容を記載し、次回継続時に計画案に記載したものを提出してください。 

・サービス全体を廃止する場合：次ページ≪障がい福祉サービの廃止に伴うモニタリングの取扱いについて≫に基づいて、手続きをして

ください。 

・一部サービスを廃止する場合：上述の「変更①」に同じです。 

・セルフプランの場合：計画案の作成は必要ありません。 

 

給付費申請様式 

「サービス等利用計画・障害児支援利用計画」様式 

基本情報 計画案 計画 
モニタ

リング 

第 1

号 

第 9

号 
サ
ー
ビ
ス
受
給
者
証 

第 18 号 

第 23 号 

別紙

1 

別紙

2 
1-1 1-2 2-1 2-2 3 

サ
ー
ビ
ス
支
給
申
請
書 

サ
ー
ビ
ス
支
給
変
更
申

請
書 

計
画
相
談
支
給
申
請
書 

・
届
出
書 

申
請
者
の
状
況 

現
在
の
生
活 

利
用
計
画
案 

週
間
計
画
表
案 

利
用
計
画
（
写
） 

週
間
計
画
（
写
） 

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
報
告
書 

新規 

① 初めてサービスを利用 
◎ 
＊1 

  
◎ 

＊1-2 
○ ○ ○ ○ ● ●  

➁ 
既にサービスを利用して
いて、新規に他のサービ
スを利用 

◎ 
＊1 

 ◎  ○ ○ ○ ○ ● ● ○ 

継続 

① サービス内容を変更せず
そのまま継続 

◎ 
＊1 

     ○ ○ ● ● ○ 

➁ 
サービスの種類や支給量
を変更して継続 

◎ 
＊1 

   
○ 
＊4 

○ 
＊5 

○ ○ ● ● ○ 

➂ 
モニタリング期間を変更
して継続 

◎ 
＊1 

   
○ 
＊4 

○ 
＊5 

○ ○ ● ● ○ 

④ 
➁➂以外の軽微な変更を
して継続 

◎ 
＊1 

     ○ ○ ● ● ○ 

変更 

① 
支給量の変更 
居宅介護の種類の変更 

 
◎ 
＊3 

◎  
○ 
＊4 

○ 
＊5 

○ ○ ● ● ○ 

➁ 負担上限月額見直し  
◎ 
＊2 

◎         

➂ 
計画相談支援事業所の変
更 

  ◎ ◎        

④ モニタリング期間の変更  
◎ 
＊3 

◎  
○ 
＊4 

○ 
＊5 

○ ○ ● ● ○ 

モニタリング時           
● 
＊6 

３ 提出書類 市に提出する「サービス等利用計画」の様式（障がい児相談支援も準ずる。） 
 

◆障がい福祉サービス(通所サービス)《新規・継続・変更》申請時及びモニタリング時の提出書類一覧 

○：利用開始（新規・継続・変更）日の 2週間前に提出 ●：利用開始（継続・変更）日から 10 日以内に提出 
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４ 具体的な手続き 

 

１）新規 

 ①申請者⇒市 

  

 

 

 

 

 

 

 

②市⇒申請者 

    「障がい支援区分認定通知書」の送付 ←新規で区分認定が必要な方のみ 

③相談支援事業所⇒市 

    

 

 

 

 

 

 

④市⇒申請者 

     支給決定・受給者証の交付 

       

⑤相談支援事業所⇒市 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

  

〔福祉サービスの申請関係〕 

○「介護給付費等支給申請書兼利用者負担額減額・免除等申請書」（様式第１号） 

○「介護給付費等の支給決定等に係る申請に伴う申告書」（様式第２号） 

○「介護給付費等の利用者負担上限月額の認定に係る同意書」（様式第 3 号） 

〔計画相談支援の申請関係〕 

○「計画相談支援給付費支給申請書 兼 計画相談支援依頼（変更）届出書」（様式第１8 号） 

 

新規の支給決定に必要。サービス利用開始日の２週間前までに市へ提出 

〔計画案 関係〕 

○「申請者の現況（基本情報）」    （別紙１） 

○「申請者の現況（基本情報）（週間）」（別紙２） 

○「サービス等利用計画案」      （様式１－１） 

○「サービス等利用計画案（週間）」  （様式１－２） 

 サービス利用開始から１０日以内に市へ提出 

〔計画 関係〕 

●「サービス等利用計画」    （様式２－１） 

●「サービス等利用計画（週間）」（様式２－２） 

国保連請求審査に必要な書類 

（翌月１０日までに市へ提出） 

「計画提出者名簿」 



 

- 6 - 

２）モニタリング月 

  

（１）サービスの支給量変更 

  ①申請者・相談支援事業所⇒市 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

②市⇒申請者（支給決定・受給者証の交付） 

③相談支援事業所⇒市 

 

 

 

 

 

※すでにサービス利用していて新規に他のサービスを利用する場合は、新規申請と同

様の書類提出が必要 

 

（２）モニタリング期間のみ変更 〔例：毎月→半年ごと〕 

  ①申請者・相談支援事業所⇒市 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更の支給決定に必要。サービス変更日の２週間前までに資料をそろえて提出 

（区分認定が必要な場合は、福祉サービス申請書関係のみを２ヵ月前までに提出） 

※受給者証 

〔福祉サービスの変更申請書関係〕 

○「介護給付費等支給申請書兼利用者負担額減額・免除等申請書」（様式第９号） 

〔モニタリング関係〕 

 ○モニタリング報告書（様式３） 

〔計画案関係〕 

○「申請者の現況（基本情報）」    （別紙１） 

○「申請者の現況（基本情報）（週間）」（別紙２） 

○「サービス等利用計画案」      （様式１－１） 

○「サービス等利用計画案（週間）」  （様式１－２） 

変更日から１０日以内に市へ提出。 

〔計画 関係〕 

●「サービス等利用計画」    （様式２－１） 

●「サービス等利用計画（週間）」（様式２－２） 

変更の支給決定に必要。モニタリング期間の変更が必要と判断したモニタリング実施月の月

末までに市へ提出 

※受給者証 

〔福祉サービスの変更申請書関係〕 

○「介護給付費等支給申請書兼利用者負担額減額・免除等申請書」（様式第９号） 

〔モニタリング関係〕 

 ○モニタリング報告書（様式３） 

〔計画案関係〕 

○「申請者の現況（基本情報）」    （別紙１） 

○「申請者の現況（基本情報）（週間）」（別紙２） 

○「サービス等利用計画案」      （様式１－１） 

○「サービス等利用計画案（週間）」  （様式１－２） 
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②市⇒申請者（受給者証の交付） 

③相談支援事業所⇒市 

 

 

 

 

 

 

（３） （１）・（２）以外の軽微な変更（受給者証の内容に変更がないもの） 

 ①相談支援事業所⇒市 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 変更なし 

①相談支援事業所⇒市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

翌月１０日までに市へ提出。 

〔モニタリング関係〕 

●「モニタリング報告書」（様式３）  

〔計画 関係〕 

●「サービス等利用計画」    （様式２－１） 

●「サービス等利用計画（週間）」（様式２－２） 

 

支給決定に係る書類提出は無 

〔モニタリング関係〕 

●「モニタリング報告書」（様式３）  

 

国保連請求審査に必要な書類 

（翌月１０日までに市へ提出） 

「モニタリング報告者名簿」 

翌月１０日までに市へ提出。 

〔計画 関係〕 

●「サービス等利用計画」    （様式２－１） 

●「サービス等利用計画（週間）」（様式２－２） 

 

書
類
を
全
部
そ
ろ
え
て
提
出 
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３）継続 

（１）サービスの種類・量・モニタリング期間の変更 

①申請者・相談支援事業所⇒市 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②市⇒申請者（支給決定・受給者証の交付） 

③相談支援事業所⇒市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（区分認定が必要な場合は、福祉サービス申請書関係のみを２ヵ月前までに提出） 

〔福祉サービスの申請 関係〕 

○「介護給付費等支給申請書兼利用者負担額減額・免除等申請書」（様式第１号） 

○「介護給付費等の支給決定等に係る申請に伴う申告書」（様式第２号） 

○「介護給付費等の利用者負担上限月額の認定に係る同意書」（様式第 3 号） 

支給決定に必要。サービス継続開始日の２週間前までに書類をそろえて提出 

〔モニタリング関係〕 

 ○モニタリング報告書（様式３） 

〔計画案 関係〕 

○「申請者の現況（基本情報）」    （別紙１） 

○「申請者の現況（基本情報）（週間）」（別紙２） 

○「サービス等利用計画案」      （様式１－１） 

○「サービス等利用計画案（週間）」  （様式１－２） 

翌月１０日までに市へ提出。 

〔計画 関係〕 

●「サービス等利用計画」    （様式２－１） 

●「サービス等利用計画（週間）」（様式２－２） 
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（２）（１）以外の軽微な変更及び変更がない場合 

  ①申請者・相談支援事業所⇒市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②市⇒申請者（支給決定・受給者証の交付） 

③相談支援事業所⇒市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ モニタリング期間の設定 

（1）モニタリング期間 

モニタリング期間については、指定特定相談支援事業者・障がい児相談支援事業者（計

画作成担当）の提案を踏まえて、以下の勘案事項及び期間を勘案して、市が個別の対象

者ごとに定めます。標準のモニタリング期間は、別表４のとおりです。 

（勘案事項） 

ａ 障がい者等の心身の現況 

ｂ 障がい者等の置かれている環境 

・地域移行等による住環境や生活環境の変化、家族の入院、死亡又は出生等による家庭環境の変化、

ライフステージ（乳幼児期から学齢期への移行、学齢期から就労への移行等）の変化の有無 等 

ｃ 総合的な援助の方針（援助の全体目標） 

ｄ 生活全般の解決すべき課題 

ｅ 提供されるサービスの目標及び達成時期 

ｆ 提供されるサービスの種類、内容及び量 

ｇ サービスを提供する上での留意事項 

継続の支給決定に必要。サービス継続開始日の２週間前までに市へ提出 

〔福祉サービスの申請 関係〕 

○「介護給付費等支給申請書兼利用者負担額減額・免除等申請書」（様式第１号） 

○「介護給付費等の支給決定等に係る申請に伴う申告書」（様式第２号） 

○「介護給付費等の利用者負担上限月額の認定に係る同意書」（様式第 3 号） 

〔モニタリング関係〕 

 ○モニタリング報告書（様式３） 

〔計画案 関係〕 

○「サービス等利用計画案」      （様式１－１） 

○「サービス等利用計画案（週間）」  （様式１－２） 

 

国保連請求審査に必要な書類 

（翌月１０日までに市へ提出） 

「計画提出者名簿」 

翌月１０日までに市へ提出。 

〔計画 関係〕 

●「サービス等利用計画」    （様式２－１） 

●「サービス等利用計画（週間）」（様式２－２） 
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別表４ モニタリング期間一覧（標準） 

対 象 者 
モニタリング期間 

（１） 

 

新規に支給決定又は支給決定の変更によりサービス種類、内容又は量に著しく変動があっ

た者 

当初３ヵ月毎月の 

その後は（２）②・

③、（３）、（４） 

（２） 

 

① 居宅介護、重度訪問介護、行動援護、同行援護、生活介護、短期入所、共同生活援

助、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、 

児童発達支援、放課後等デイサービス、保育所等訪問支援、 

地域定着支援を利用する者で、次の場合 

イ）障がい者（児）支援施設からの退所等に伴い、一定期間、集中的に支援を行うことが

必要である者 

ロ）単身世帯に属するため又はその同居している家族等の障害、疾病等のため、自ら指定

障がい福祉サービス事業所等との連絡調整を行うことが困難である者 

ハ）重度障がい者等包括支援に係る支給決定を受けることができる者 

 （常時介護を要し、意思疎通を図ることに著しい支障がある者うち、四肢麻痺及び寝た

きりの状態である者若しくは知的障がい又は精神障がいにより行動上著しい困難を有

する者） 

 

 

 

 

 

 

毎   月 

 

 

 

 

② 以下の者  

イ）居宅介護、行動援護、同行援護、重度訪問介護、短期入所、 

就労移行支援、自立訓練のサービスを利用する者 
３か月 

ロ）就労定着支援、自立生活援助、日中サービス支援型共同生活援助のサービスを利用す

る者 
３か月 

ハ）65歳以上で介護保険のケアマネジメントを受けていない者（総合事業の対象者を含

む。） 
３か月 

③ ①、②以外の者（生活介護・共同生活援助・就労継続支援・ 

  放課後等デイサービス・児童発達支援・保育所等訪問支援） 
６か月 

（３） 
障害者支援施設入所者、療養介護入所者 ６か月 

（４） 
地域移行支援、地域定着支援 ６か月 

（５） ・生活習慣改善のため集中的な支援の後、引き続き一定の支援が必要である者 

・サービス事業所の頻繁な変更やそのおそれがある者 

・学齢期の長期休暇等により心身の状態が変化するおそれのある児 

・就学前の児童の状態や支援の方法に関して不安の軽減・解消を図る必要のある保護者 

・その他短期間でのモニタリングが必要であると認められる者 

（１）～（４）によら

ず適切な期間 

※セルフプラン作成者は、自ら計画を作成できる者であることから、指定特定相談支援事業者・障がい児

相談支援事業者（計画作成担当）によるモニタリングは実施しないこととします。 

 



 

- 11 - 

 

（2）計画相談支援給付費・障がい児相談支援給付費の支給期間 

計画相談支援給付費・障がい児相談支援給付費の支給期間（月単位）については、以

下の取扱いとします。 

ア 支給期間の開始月 

・新規に計画相談支援給付費・障がい児相談支援給付費の対象となる者 

⇒サービス利用支援・障がい児支援利用援助を実施する月（サービス等利用計画を作成す

る月） 

・既に計画相談支援給付費・障がい児相談支援給付費の対象となっている者 

⇒継続前の支給期間の翌月 

イ 支給期間の終期月 

利用する障がい福祉サービスの支給決定、地域相談支援給付決定又は障がい児通所支援の

給付決定の有効期間のうち最長の有効期間の終期月 

 

（3）モニタリング期間に係る開始月と終期月 

モニタリング期間の設定に当たっては、継続サービス利用支援・継続障がい児支援利

用援助の実施月を特定するため、併せて、当該モニタリング期間に係る継続サービス利

用支援・継続障がい児支援利用援助の開始月と終期月を設定します。 

具体的な取り扱いは以下のとおりです。 

ア 当該モニタリング期間に係る継続サービス利用支援・継続障がい児支援利用援助の開始月 

開始月については、支給決定の有効期間の終期月において継続サービス利用支援・継続障がい児

支援利用援助を実施することを前提に、当該者に係るモニタリング期間を勘案して設定する。 

（支給決定の有効期間の終期月においては、対象者の現況に応じて、継続サービス利用支援・継

続障がい児支援利用援助と併せて支給決定の継続等のためのサービス利用支援・障がい児支援利用

援助を実施 (報酬はサービス利用支援・障がい児支援利用援助の報酬のみ算定)。） 

なお、１人の者に対して複数の支給決定の有効期間の終期が設定される場合には、複数の支給決

定の有効期間のうち最長の有効期間の終期月に継続サービス利用支援・継続障がい児支援利用援助

を実施することを前提に、当該者に係るモニタリング期間を勘案して、継続サービス利用支援・継

続障がい児支援利用援助の開始月を設定する。 

この場合、できる限り、複数の有効期間の終期月と継続サービス利用支援・継続障がい児支援利

用援助の実施月が同一月となるよう、各々のサービスの支給決定の有効期間を設定することが望ま

しい。（結果として、サービス利用支援の実施月と継続サービス利用支援の実施月が異なる場合で

あっても、各々の報酬の算定は可とする。） 

 

イ 当該モニタリング期間に係る継続サービス利用支援・継続障がい児支援利用援助の終期月 

原則として、計画相談支援給付費・障がい児相談支援給付費の支給期間の終期月（サービスの支

給決定の有効期間の終期月）と同じとする。 

ただし、モニタリング期間が「毎月」の者については、継続サービス利用支援・継続障がい児支

援利用援助の開始月を含め最長１年以内で終期月を設定する（支給決定又は支給決定の変更により
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サービス内容に著しく変動があった者については、当該支給決定等から概ね３ヶ月以内を基本とす

る。）。 

 

（4）具体的な例  

例１ 令和 5 年４月から、1 年間の支給期間のサービスを利用する場合（居宅介護等） 

   （サービスの支給期間     令和 5 年４月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日） 

   （計画相談支援の支給期間 令和 5 年３月１５日～令和 6 年 3 月 31 日） 

 

① 当初 3 ヵ月毎月のち３ヵ月ごとに実施（主に新規や変更の場合） 

 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

R5 
計画

作成 
モ モ モ   モ   モ   

モ 

計 

  
              サービスの支給期間 

※受給者証への記載内容 

「モニタリング期間 当初３ヵ月毎月のち 3 ヵ月毎（令和 5 年４月、５月、６月、９

月、12 月、令和 6 年 3 月）」 

             

② 3 ヵ月に１回実施  

 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

R5 
計画

作成 
  モ   モ   モ   

モ 

計 

  
             サービスの支給期間 

※受給者証への記載内容 

「モニタリング期間 3 ヵ月毎（令和 5 年６月、９月、１２月、令和 6 年 3 月）」 

 

③ モニタリングにより１０月より支給量が変更になった場合 

 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

R5 
計画

作成 
     

モ 

計 
モ モ モ   

モ 

計 

 
             サービスの支給期間 

※受給者証への記載内容 

「モニタリング期間 当初３ヵ月毎月のち 3 ヵ月毎（令和 5 年１０月、１１月、１２月、

令和 6 年 3 月）」 
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例２ 令和 5 年４月から、３年間の支給期間のサービスを利用する場合（生活介護等） 

   （サービスの支給期間     令和 5 年４月 1 日～令和 8 年 3 月 31 日） 

   （計画相談支援の支給期間 令和 5 年３月１５日～令和 8 年 3 月 31 日） 

  

① 当初３ヵ月毎月のち半年ごとに実施（主に新規や変更の場合） 

 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

R5 
計画

作成 
モ モ モ   モ      モ 

 R6      モ      モ 

 R7      モ      
モ 

計 

  
              サービスの支給期間 

※受給者証への記載内容 

「モニタリング期間 当初３ヵ月毎月のち半年ごと（令和 5 年４月～令和 8 年 3

月）」 

             

② 半年に１回実施。 

 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

R5 
計画

作成 
     モ      モ 

 R6      モ      モ 

 R7      モ      
モ 

計 

 
             サービスの支給期間 

※受給者証への記載内容 

「モニタリング期間 半年毎（令和 5 年９月～令和 8 年 3 月）」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

- 14 - 

 

 

 

６ サービス等利用計画様式 

 

（1）基本情報 

 

 

 

松
江

市
（
Ｈ

31
.4版

）
申

請
者

の
現

況
（
基

本
情

報
）

3
2

2
0

1
3

2
2

0
1

１
．

概
要

(支
援

経
過

・
現

状
と

課
題

等
)

※
赤

枠
の

中
に

入
力

す
る

と
、

計
画

案
・

計
画

の
茶

色
部

分
に

リ
ン

ク
し

ま
す

。

家
族

構
成

　
※

年
齢

、
職

業
、

主
た

る
介

護
者

等
を

記
入

医
療

の
状

況
　

※
受

診
科

目
、

頻
度

、
主

治
医

、
疾

患
名

、
服

薬
状

況
等

生
活

歴
　

※
受

診
歴

等
含

む

２
．

支
援

の
状

況
（
本

人
と

関
わ

り
を

も
つ

機
関

・
人

物
等

（
役

割
）
も

含
む

）

名
称

提
供

機
関

・
提

供
者

支
援

内
容

頻
度

備
考

等

公
的

支
援

（
障

が
い

福
祉

サ
ー

ビ
ス

、
介

護
保

険
、

障
害

基
礎

年
金

等
）

そ
の

他
の

支
援

本
人

の
主

訴
（
意

向
・
希

望
）

家
族

の
主

訴
（
意

向
・
希

望
）

計
画

作
成

担
当

者
名

続
柄

（
　

　
　

　
）

利
用

者

氏
名

住
所

障
が

い

支
援

区
分

区
分

保
護

者
（
1
8
歳

未
満

）

性
別

別
紙

１

　
〔
　

1
.新

規
　

、
　

２
.モ

ニ
タ

リ
ン

グ
実

施
時

の
変

更
　

、
３

.継
続

手
続

き
時

の
変

更
、

　
４

.変
更

、
　

５
.特

例
　

〕

障
害

福
祉

サ
ー

ビ
ス

・
地

域
相

談
支

援
受

給
者

証
番

号

児
童

通
所

受
給

者
証

番
号

基
本

情
報

作
成

日

電
話

番
号

生
年

月
日

年
齢

相
談

支
援

事
業

者
名

障
が

い

又
は

疾
患

名

月 火 水 木 金 土 日・祝

22:00

0:00

2:00

12:00

14:00

4:00

6:00

作成日

　　1.新規　、　２.モニタリング実施時の変更　、３.継続手続き時の変更　、　４.変更、　５.特例　
別紙２

松江市（H31.4版）基本情報

週単位以外のサービス
※ない場合は「無」と記入

16:00

18:00

20:00

利用者氏名 0 　申請者の現況（基本情報）【現在の生活】　※計画導入前または計画変更前の現況を記載

8:00

10:00

主な日常生活上の活動
※ない場合は「無」と記入
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（２）サービス等利用計画案 

 

 

 

 

松江市（Ｈ31.4版） サービス等利用計画・障害児支援利用計画案

3 2 2 0 1 0 0 0 0 0 3 2 2 0 1 0 0 0 0 0

□ □ □

□ □

※希望期間がその他の場合は、様式１－２「サービス提供によって実現する生活の全体像」等へ理由を記載

1

2

3

4

5

上記計画について同意します。

氏名 印 ※自署以外は押印が必要

自宅訪問日
（障がい児の場合は必須）

　　　　　 年　　　　月　　　　日

総合的な援助の方針
（モニタリング時に確認）

達成時期本人の具体的な目標・課題
目標達成・課題解決に向けた

本人の役割
その他留意事項提供事業者名

（担当者名・電話）

評価時期種類・内容・量
（頻度・時間）

計画案作成日

福祉サービス等

次回モニタリング年月その他　　　　　　　　　当初3カ月毎月のち3ヵ月

計画　案 様式　１－１

相談支援事業者名

M33.1.0 0

標準3ヵ月

0 0児童通所受給者証番号

利用者氏名 初回計画作成日0

障害福祉サービス及び地域相談

支援受給者証番号
計画作成担当者

生年月日 １８歳未満の

場合

保護者名
（続柄）

 続柄（　　　　）

　〔　1.新規　、　２.モニタリング実施時の変更　、３.継続手続き時の変更　、　４.変更、　５.特例　〕

利用者及び
その家族の

生活に対する意向
（希望する生活）

長期目標

周りの人の支援内容
（モニタリング時に確認）

優先
順位

短期目標

希望モニタリング期間
（開始年月） 当初3カ月毎月のち6ヵ月 標準6ヵ月 　　年　　　　　　月

居住町名 0 障がい支援区分 区分 0

月 火 水 木 金 土 日・祝

①

②

③

④

　　1.新規　、　２.モニタリング実施時の変更　、３.継続手続き時の変更　、　４.変更、　５.特例　　 計画　案
様式　１－２

松江市（Ｈ31.4版）

　サービス等利用計画・障害児支援利用計画案　【週間計画表】　※計画導入後または計画変更後の予定を記載。

週単位以外のサービス
※ない場合は「無」と記入

14:00

6:00

4:00

10:00

8:00

積算根拠支給量/月障がい福祉サービスの種類

0:00

サービス提供

によって実現

する生活の全

体像

2:00

計画開始日 利用者氏名 0

主な日常生活上の活動
※ない場合は「無」と記入

22:00

16:00

12:00

18:00

20:00
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（３）サービス等利用計画 

 

 

 

松江市（Ｈ31.4版） サービス等利用計画・障害児支援利用計画

円

3 2 2 0 1 0 0 0 0 0 3 2 2 0 1 0 0 0 0 0

□ □ □

□ □

1

2

3

4

5

上記計画について同意します。

氏名 印 ※自署以外は押印が必要

総合的な援助の方針
（モニタリング時に確認）

目標達成・課題解決に向けた
本人の役割

0

本人の具体的な目標・課題

利用者及び
その家族の

生活に対する意向
（希望する生活）

優先
順位

長期目標

初回計画作成日

周りの人の支援内容
（モニタリング時に確認）

達成時期

短期目標

種類・内容・量
（頻度・時間）

１８歳未満の

場合

保護者名
（続柄）

計画作成担当者

利用者氏名 0 生年月日 計画作成日M33.1.0

様式　2－1

障害福祉サービス及び地域相談

支援受給者証番号
児童通所受給者証番号 0相談支援事業者名

計　画　

利用者負担上限額　〔　1.新規　、　２.モニタリング実施時の変更　、３.継続手続き時の変更　、　４.変更、　５.特例　〕

0

自宅訪問日
（障がい児の場合は必須）

その他留意事項

　　　　　 年　　　　月　　　　日

福祉サービス等

評価時期提供事業者名
（担当者名・電話）

居住町名 0 障がい支援区分 区分 0  続柄（　　　　）
希望モニタリング期間

（開始年月）

当初3カ月毎月のち3ヵ月 標準3ヵ月 その他　　　　　　　　　 次回モニタリング年月

当初3カ月毎月のち6ヵ月 標準6ヵ月 　　年　　　　　　月

月 火 水 木 金 土 日・祝

①

②

③

④

0

　　1.新規　、　２.モニタリング実施時の変更　、３.継続手続き時の変更　、　４.変更、　５.特例　　 計　画　
様式　２－２

松江市（Ｈ31.4版）

週単位以外のサービス
※ない場合は「無」と記入

　サービス等利用計画・障害児支援利用計画　【週間計画表】　※新しい計画導入後の生活を記載。

主な日常生活上の活動
※ない場合は「無」と記入

4:00

6:00

計画開始日

18:00

利用者氏名

20:00

8:00

10:00

12:00

14:00

16:00

障がい福祉サービスの種類 支給量/月 積算根拠

22:00

0:00

2:00

サービス提供
によって実現
する生活の全

体像
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（４）モニタリング報告書 

 

 

（５）記載例 

モニタリング報告書

3 2 2 0 1 0 0 0 0 0 3 2 2 0 1 0 0 0 0 0

□ □ □

□ □

　　

優先

順位

□ 満足 □ 達成 □ おおむね達成 □ 検討が必要

□ ほぼ満足 □ なし □ あり

□ やや不満 □ なし □ あり

□ 不満 □ なし □ あり

□ 不明 □ なし □ あり

□ 満足 □ 達成 □ おおむね達成 □ 検討が必要

□ ほぼ満足 □ なし □ あり

□ やや不満 □ なし □ あり

□ 不満 □ なし □ あり

□ 不明 □ なし □ あり

□ 満足 □ 達成 □ おおむね達成 □ 検討が必要

□ ほぼ満足 □ なし □ あり

□ やや不満 □ なし □ あり

□ 不満 □ なし □ あり

□ 不明 □ なし □ あり

□ 満足 □ 達成 □ おおむね達成 □ 検討が必要

□ ほぼ満足 □ なし □ あり

□ やや不満 □ なし □ あり

□ 不満 □ なし □ あり

□ 不明 □ なし □ あり

□ 満足 □ 達成 □ おおむね達成 □ 検討が必要

□ ほぼ満足 □ なし □ あり

□ やや不満 □ なし □ あり

□ 不満 □ なし □ あり

□ 不明 □ なし □ あり

※モニタリング結果の記録は、５年間保存。

サービス種類の変更

サービス量の変更

再アセスメントの必要性

サービス量の変更

サービス種類の変更

4 0 0

再アセスメントの必要性

今後の課題

今後の課題

達成度

5 0 0

達成度

サービス種類の変更

再アセスメントの必要性

再アセスメントの必要性3 0 0

今後の課題

サービス量の変更

達成度

サービス種類の変更

今後の課題

達成度

再アセスメントの必要性

今後の課題

周りの人の支援内容
（サービス等利用計画より）

達成
時期

相談支援専門員の評価

サービス種類の変更

0

〔特記事項〕
満足度（不満・やや不満・不明）、評価（検討が必要・あり）の場合は、記載必須

サービス量の変更

0

サービス提供状況
（事業者からの聞き取り）

0

2 0

達成度

相談支援事業者名

全体の状況総合的な援助の方針（サービス等利用計画より）

計画作成担当者

モニタリング日

障害福祉サービス及び地域相談

支援受給者証番号

１８歳未満の

場合

保護者名
（続柄）

0

松江市（Ｈ31.4版）

サービス量の変更

モニタリング

M33.1.0

児童通所受給者証番号

1

生年月日

0

本人の感想
満足度

0

計画作成日0

様式　３－１

※モニタリング期間の変更がある場合は、理由を記載すること。

　　　　　年　　　月変更後、次のモニタリング月

利用者氏名 0

変更後のモニタリング期間（　　　　　　　　）

居住町名
  モニタリング月の変更
　有（↓記入）　・　無

0 障がい支援区分 区分 0  続柄（　　　　）
希望モニタリング期間

（開始年月）

当初3カ月毎月のち3ヵ月 標準3ヵ月 その他　　　　　　　　　

当初3カ月毎月のち6ヵ月 標準6ヵ月
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（６）サービス等利用計画提出者・モニタリング実施者名 

 

 

 

 

 

サービス等利用計画書提出者 松江市H26.1版

名簿

モニタリング実施者

事業所名

事業所番号

請求月            年　　　　月

提出人数 　　　　　　　　　　　　　名分

受給者番号 対象者名 提供年月
モニタリング実施日
（実施者名簿のみ）

備考

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15
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〔その他〕 
 

 

 

 

１）利用サービスに応じて必要な書類   ・・２１ 

２）申請時の注意点           ・・２２ 

３）報酬請求・手続き早見表       ・・２４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（支給決定又は地域相談支援給付決定の申請に係る援助） 

第１０条 指定特定相談支援事業者は、支給決定又は地域相談支援給付決定に通常

要すべき標準的な期間を考慮し、支給決定の有効期間又は地域相談支援給付決定の有

効期間の終了に伴う支給決定又は地域相談支援給付決定の申請について、必要な援助

を行わなければならない。 

〔出典〕障害者総合支援法に基づく指定計画相談支援の事業の人員及び運営に関する基準（抜粋） 
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１）利用サービスに応じて必要な書類 

 

（１）全 員 申請書（様式１号または９号）、申告書（様式２号）、同意書（様式３号） 

（２）利用サービスにより別途必要なもの 

  ・就労継続支援Ａ・Ｂを利用中の方：障がい年金の等級のわかるもの 

・グループホームを利用中で、市民税非課税の方：家賃証明 

 ・施設入所支援を利用中で、市民税非課税の方 

：収入・支出のわかるもの（下記の表参照） 

・療養介護を利用の方：収入・支出のわかるもの（下記の表参照）、健康保険証の写 

 表 令和○年１月～１２月分の金額（利用開始日 R●.7.1～R◎.6.30） 

20 歳以上の

入所者 

（１） 本人の年金額がわかるもの 

（年金証書、振込み通知書、振込額がわかる通帳、マイナンバーカード等） 

（２）本人の手当（特別障害者手当、障害児福祉手当、経過的福祉手当、特別児

童扶養手当）の額がわかるもの（振込額がわかる通帳等） 

（３）工賃証明（事業所で発行してもらう） 

（４）仕送り、不動産等収入がわかるもの 

（５）税金（固定資産税）の額がわかるもの 

（６）国保料、社会保険料等の額がわかるもの 

２０歳未満の

入所者 

利用者の属する世帯の障害年金、特別児童扶養手当等の受給額がわかるもの（振

込通知書の写し、振込額がわかる通帳の写し等） 

      【注意】：収入・支出は、R○年１月～１２月分の金額のわかるものの写しが必要 

 

（３）状況に応じて、別途必要なもの 

・市外に住民票がある方でマイナンバーの確認ができない方 課税証明書 

・障がい者手帳を持っていない方・・・診断書 ※但し身体障害の方は手帳が必須 

 手当等の申請のために提出された証明書により、課税証明書及び診断書の提出を

省略できる場合があります。該当の方は、事前に障がい者福祉課へお問い合わせ

ください。 

   （例）収入証明確認表 

利用開始日（申請日ではない） 課税証明年度（対象の収入期

間） 

松江市住所 

R4.7.1～R5.6.30 R4 年度 （R3.1～12 月分） R4.1.1 

R5.7.1～R6.6.30 R5 年度 （R4.1～12 月分） R5.1.1 

R6.7.1～R7.6.30 R6 年度 （R5.1～12 月分） R6.1.1 
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２）申請時の注意点 

  

（１）４０歳以上で介護保険該当者または６５歳以上の方 

  ①新規申請の場合は、書類を提出する前に、事前に市へ相談（必須）。 

   障がい福祉サービスの対象となるかどうか、環境や状況等を確認。 

②福祉サービス申請書類一式及び介護保険資料を提出（開始希望日の２カ月前まで） 

介護保険資料とは：介護保険の訪問調査結果、医師の意見書及びケアプラン。 

※障がい支援区分の認定を行っても、障がいの状況によっては、障がい福祉サービスの給

付をしない場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）標準利用期間を超えて利用を希望する方 

標準利用期間のあるサービス：就労移行支援２４ヵ月、 

自立訓練（宿泊型２４ヵ月・生活２４ヵ月・機能１８ヵ月） 

自立生活援助 12 ヵ月 

     

 

 

 

 

 

 

① 市から利用者へ勧奨通知の発送（標準利用期間の切れる３ヵ月前） 

  ②－１ サービスの継続を希望する場合 

有効期間の切れる２カ月前までに、福祉サービス申請書一式・サービス提供

事業所が作成した事業所意見書（継続）を提出 

② ２ サービスを廃止し、他のサービスを希望する場合 

         有効期間の切れる２週間前までに、福祉サービス申請書一式・直近のモニタリン

グ報告書・基本情報・計画案を提出。（区分認定が必要になる場合は、２ヵ月前

に福祉サービス申請書一式のみを提出） 

 

 

標準利用期間を超えて、さらにサービスの利用が必要な場合については、市町村審

査会の個別審査を経て、必要性が認められた場合に限り、最大１年間の更新が可能で

ある（原則１回。ただし、自立生活援助については、市町村審査会の個別審査を経て、

必要性が認められた場合は回数の制限なく更新が可能。）が、就労定着支援については

３年間の標準利用期間を超えて更新することはできない。 

〔出典〕事務処理要領（抜粋） 最終改正 令和５年４月 

介護保険給付又は地域支援事業と自立支援給付との適用関係については、当該給付 

調整規定に基づき、介護保険給付又は地域支援事業が優先されることとなる。 

市町村は、障害福祉サービスに相当する介護保険サービスにより 適切な支援を受け

ることが可能か否か、当該介護保険サービスに係る介護保険給付又は地域支援事業を

受け、又は利用することができることが可能か否か等について、介護保険担当課や当

該受給者の居宅介護支援を行う居宅介護支援事業者等とも必要に応じて連携した上で

把握し、適切に支給決定をすること。 

〔出典〕事務処理要領（抜粋） 最終改正 令和 5年４月版 
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（３）区分再認定が必要な方 

区分認定期間の切れる３ヵ月前に、市から勧奨通知の発送。 

区分認定期間の切れる約２カ月前までに、福祉サービス申請書一式を提出。  

  区分認定の切れる１５日前までに、モニタリング報告書・サービス等利用計画書の提出。 

   

 

 

 

（４）申請提出のタイミング（新規で区分認定が必要な方） 

障がい福祉サービスは、障がい支援区分認定日からの支給決定となり、遡っての支給決

定は行いません。サービスが必要となる日のおおよそ２ヵ月前までに、申請の手続きを

行ってください。 

 

 

 

ただし、申請した日から障がい支援区分認定日の前日までの間に、緊急・その他やむ

を得ない理由（災害・主たる介護者の予測できない緊急入院等）があり、障がい福祉

サービス等が必要と市が判断した場合は「特例給付」として利用ができます。 

※ 居宅介護・短期入所 など 

事前に障がい福祉サービス利用の必要性があることがわかっていたにもかかわらず申

請が遅れた場合や緊急の必要性が認められない場合などは、支給の対象外です。 

特例給付でサービス提供を受けた場合、サービスにかかる費用は一旦全額利用者負担

となります。特例介護給付費支給申請書等を提出することにより、自己負担分（総費

用額の一割もしくは、利用者負担上限月額）を差し引いた金額（特例介護給付費・特

例訓練等給付費）を支給します。ただし、実費については支給の対象外です。 

 

 

 

 

 

（例）区分認定期間 １０月末まで 

8 月１日頃       勧奨通知を利用者宅へ郵送 

８月２０日まで     福祉サービス申請書一式を提出 

   ９月下旬頃まで     訪問調査の実施・医師意見書の作成 

9 月下旬～１０月中旬  審査会にて区分認定 

１０月モニタリング実施 モニタリングの実施、サービス等利用計画書案の作成 

   １０月１５日まで    モニタリング報告書・サービス等利用計画書案の提出 

   １０月末まで      支給決定（受給者証の送付） 

１１月１０日まで    サービス等利用計画書の提出 

介護保険 ：介護度認定後、申請日まで遡って利用可 

障がい福祉：障がい支援区分認定以降利用可。申請日までの遡りは不可 
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３）報酬請求・手続き等の早見表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報
酬
請
求 

６月に新規で計画案を作成し、７月に利用

開始。７月にモニタリングを実施 

※サービス開始と計画案作成が異なる月の場合 

6 月分のサービス利用支援費 

 それぞれの報酬単位にて算定（単位は変動有） 

7 月分の継続サービス支援費 

 それぞれの報酬単位にて算定（単位は変動有） 

障害福祉サービスの申請が却下になった。 算定なし 

支
給
決
定 

新規で介護給付と訓練給付の希望があり、

区分認定がでる前に、先に訓練給付の利用

をしたい。 

先に訓練等給付の計画案を作成し提出したのち、訓練等

給付のみ支給決定となり利用開始となる。次に介護給付

については、区分認定後、その区分をもとに全体の計画

案を提出する。 

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
実
施
月 

利用者が入院中のとき 
モニタリングは可能なので実施する。 

変更等の手続きの必要性を判断する。 

支給決定はあるが、利用していない 
モニタリングを実施する。 

変更や廃止等の手続きの必要性を判断する。 

モニタリングの結果、事業所だけ変更する

ことになった。 
P7（３）の手続き 

モニタリングの結果、モニタリング月だけ

変更することになった。 
P6（２）の手続き 
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附 則 

このマニュアルは、平成２６年 1月１日から施行する。 

このマニュアルは、令和６年３月１日から施行する 
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松江市計画相談支援マニュアル 

平成 26 年 1 月 1 日 
松江市 健康福祉部 障がい者福祉課 

 〒690-8540 島根県松江市末次町 86 番地 
TEL：0852-55-5241 FAX：0852-55-5309 

E-Mail：s-fukushi@city.matsue.lg.jp 
 


